
（ 1 ） 2014 年（平成 26 年） 9 月 25 日（隔月発行）                             第 00038 号 

 

 

 

 

 

マンション管理士マンション管理士マンション管理士マンション管理士田原田原田原田原事務所通信事務所通信事務所通信事務所通信    

２０２０２０２０１４１４１４１４年年年年（平成２６年）９（平成２６年）９（平成２６年）９（平成２６年）９月月月月２５日２５日２５日２５日    

第第第第 00030003000300038888 号号号号((((隔月発行隔月発行隔月発行隔月発行))))    

 

 

編集／発行者：マンション管理士田原事務所 

住所：広島市中区広瀬北町 3-11 和光広瀬ﾋﾞﾙ 

   ｿｱﾗﾋﾞｼﾞﾈｽﾎﾟｰﾄ 

電話：082-577-9034  FAX：082-553-0137 

URL: http://www.ccm-tabara.com 

リ

ス

ク

低

減

策

も

提

示 

国

交

省

に

は

２

０

１

４

年

度

中

の

マ

ン

シ

ョ

ン

駐

車

装

置

に

対

す

る

法

的

整

備

の

検

討

と

、

検

討

結

果

明

示

等

を

要

望

。

消

費

者

庁

長

官

に

も

管

理

組

合

を

含

め

た

製

造

者

等

と

の

安

全

対

策

に

対

す

る

協

議

の

場

を

求

め

て

い

る

。 
報

告

書

に

提

示

さ

れ

た

６

件

の

事

故

事

例

は

５

件

が

マ

ン

シ

ョ

ン

に

関

係

す

る

も

の

で

、

幼

児

の

死

亡

３

件

、

物

損

２

件

。

調

査

対

象

は

０

７

年

６

月

か

ら

１

３

年

９

月

ま

で

に

発

生

し

、

公

益

財

団

法

人

立

体

駐

車

場

工

業

会

か

ら

国

土

交

通

省

に

報

告

さ

れ

た

2
4

件

（

死

亡

９

件

）

を

ベ

ー

ス

に

、

調

査

委

員

会

が

被

害

の

重

大

さ

等

の

観

点

か

ら

選

定

し

た

。

原

因

関

係

者

か

ら

意

見

徴

収

も

行

っ

て

い

る

。 

幼

児

が

死

亡

し

た

３

件

の

概

要

は

以

下

の

通

り

。 

①

三

段

昇

降

式

で

、

利

用

者

が

パ

レ

ッ

ト

呼

び

出

し

ボ

タ

ン

に

固

定

具

を

用

い

使

用

。

駐

車

場

装

置

前

面

に

当

初

設

定

さ

れ

て

い

た

鎖

は

撤

去

さ

れ

、

非

常

停

止

ボ

タ

ン

は

な

か

っ

た

。

下

段

パ

レ

ッ

ト

が

上

昇

す

る

間

、

幼

児

が

装

置

内

に

入

り

、

転

倒

し

パ

レ

ッ

ト

に

は

さ

ま

れ

死

亡

し

た

。 

②

タ

ワ

ー

型

エ

レ

ベ

ー

タ

ー

方

式

で

、

駐

車

場

装

置

内

に

数

十

本

の

セ

ン

サ

ー

が

設

置

。

平

日

夜

、

利

用

者

が

タ

ー

ン

テ

ー

ブ

ル

上

の

パ

レ

ッ

ト

に

駐

車

後

、

荷

物

を

降

ろ

す

間

、

装

置

内

ミ

ラ

ー

で

幼

児

が

駐

車

装

置

か

ら

外

へ

向

か

う

姿

が

見

え

た

た

め

、

急

い

で

外

に

出

て

出

入

口

扉

を

閉

め

る

操

作

を

行

っ

た

が

、

直

後

に

幼

児

が

駐

車

装

置

内

に

い

る

こ

と

に

気

付

い

た

。

非

常

停

止

ボ

タ

ン

は

設

置

さ

れ

て

い

た

が

、

利

用

者

は

さ

ま

ざ

ま

な

ボ

タ

ン

を

押

し

、

車

庫

操

作

消

費

者

庁

の

消

費

者

安

全

調

査

委

員

会

は

７

月

１

８

日

、

機

械

式

立

体

駐

車

場

事

故

に

関

す

る

原

因

調

査

報

告

書

を

発

表

し

、

国

交

省

と

消

費

者

庁

長

官

に

意

見

具

申

を

行

っ

た

。

報

告

で

は

幼

児

死

亡

事

故

３

件

を

含

む

マ

ン

シ

ョ

ン

敷

地

内

の

事

故

事

例

５

件

が

詳

し

く

分

析

さ

れ

て

い

る 

マンションでの事故 詳細に 

機械式・立体駐車場 事故原因調査報告 

消

費

者

安

全

消

費

者

安

全

消

費

者

安

全

消

費

者

安

全    

調

査

委

員

会

調

査

委

員

会

調

査

委

員

会

調

査

委

員

会    

の

ボ

タ

ン

で

タ

ー

ン

テ

ー

ブ

ル

が

回

転

。

出

入

口

は

開

い

た

が

、

幼

児

は

タ

ー

ン

テ

ー

ブ

ル

上

の

パ

レ

ッ

ト

と

乗

降

室

奥

の

壁

の

間

に

は

さ

ま

れ

死

亡

し

た

。 

③

タ

ワ

ー

型

エ

レ

ベ

ー

タ

ー

方

式

で

、

利

用

者

が

タ

ー

ン

テ

ー

ブ

ル

上

の

パ

レ

ッ

ト

に

駐

車

後

、

幼

児

も

降

車

し

、

幼

児

の

姿

が

見

え

な

か

っ

た

た

め

利

用

者

は

操

作

盤

で

出

入

口

扉

を

閉

め

る

操

作

を

行

っ

た

。

扉

が

閉

ま

っ

た

と

き

、

駐

車

場

装

置

内

か

ら

幼

児

の

声

が

聞

こ

え

、

利

用

者

は

非

常

停

止

ボ

タ

ン

を

押

し

、

駐

車

装

置

を

停

止

さ

せ

、

管

理

員

を

呼

び

非

常

扉

か

ら

装

置

内

に

入

っ

た

が

、

幼

児

は

回

転

し

た

タ

ー

ン

テ

ー

ブ

ル

と

壁

に

接

触

す

る

支

柱

の

間

に

挟

ま

れ

死

亡

し

た

。

幼

児

は

降

車

後

、

車

の

反

対

側

の

死

角

に

い

た

と

推

定

さ

れ

る

。 

各

事

例

に

は

再

発

防

止

策

も

具

体

的

に

提

示

し

て

い

る

。

報

告

書

は

幼

児

同

伴

な

ど

実

際

の

利

用

環

境

と

設

計

時

の

想

定

が

大

き

く

異

な

っ

て

お

り

、

製

造

者

側

に

設

計

思

想

の

見

直

し

も

求

め

て

い

る

。 

具

体

的

な

リ

ス

ク

低

減

策

と

し

て

は

、

パ

レ

ッ

ト

と

地

下

ピ

ッ

ト

壁

面

の

す

き

間

を

な

く

す

な

ど

の

「

危

険

源

を

除

去

し

た

機

構

設

計

」

、

「

駐

車

装

置

内

の

視

認

性

の

確

保

」

「

制

御

方

式

の

見

直

し

」

な

ど

８

点

を

提

示

し

た

（

左

表

）

。

そ

の

上

で

、

既

存

の

駐

車

場

装

置

に

対

し

て

「

特

に

重

要

」

と

考

え

る

安

全

装

置

も

例

示

し

て

い

る

。 

二

段

式

や

多

段

方

式

で

は

固

定

式

の

柵

や

出

入

口

扉

に

加

え

、

非

常

停

止

ボ

タ

ン

の

設

置

を

求

め

る

一

方

、

操

作

盤

の

設

置

位

置

の

変

更

も

指

摘

し

た

。 

◇ 

国

交

省

の

報

告

書

で

は

「

利

用

者

の

責

任

と

自

覚

を

促

す

」

点

が

言

及

さ

れ

、

消

費

者

庁

で

は

対

応

の

遅

れ

の

背

景

に

「

事

故

が

発

生

し

て

も

利

用

者

の

不

注

意

や

誤

使

用

が

原

因

と

さ

れ

て

き

た

こ

と

が

あ

る

」

と

指

摘

し

て

い

る

。
（

マ

ン

シ

ョ

ン

管

理

新

聞 

第

9
4
6

号

よ

り

） 

    

①①①① 危険源を除去した機構設計危険源を除去した機構設計危険源を除去した機構設計危険源を除去した機構設計    

・ パレットの上昇時には地下ピット壁面とパレットと

のすき間をなくす（２段・多段式） 

・ パレット周囲のセンサー下部にセンサーを付け、歩廊

とパレットの間にある物体の有無を検地する（同） 

②②②② 駐車装置内の視認性の確保駐車装置内の視認性の確保駐車装置内の視認性の確保駐車装置内の視認性の確保    

・ 操作盤を駐車装置の列ごとまたは隣り合う２列の間

に設置する。 

・ 視認性の高いのぞき窓を増設（エレベーター方式） 

③③③③ 制御方式の見直し制御方式の見直し制御方式の見直し制御方式の見直し    

④④④④ 操作者を限定する機能の付加操作者を限定する機能の付加操作者を限定する機能の付加操作者を限定する機能の付加    

⑤⑤⑤⑤ 隔離と停止の原則の確保隔離と停止の原則の確保隔離と停止の原則の確保隔離と停止の原則の確保    

・人が駐車場装置内に存在せず、出入口扉が閉まってい

るときだけ装置が作動するものとする 

⑥⑥⑥⑥ 無人確認センサーの設置無人確認センサーの設置無人確認センサーの設置無人確認センサーの設置    

⑦⑦⑦⑦ 非常停止ボタンの設置非常停止ボタンの設置非常停止ボタンの設置非常停止ボタンの設置    

⑧⑧⑧⑧ 利用者へのリスク説明利用者へのリスク説明利用者へのリスク説明利用者へのリスク説明    

具体的なリスク低減策 
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編集後記:機械式駐車場での事故が減らない。、国交省の言う「利用者の責任と自覚を促す」この考え方で利用者に責任

を押し付けていればいつまでも事故は減らない。家族が生活し利用するマンションの駐車場においては機械の安全性を

高めることが求められる。子供だけでなく高齢者の増加もあり誤操作の可能性も高まるのではと他人事ではない。マンシ

ョンの平面駐車場においても安全性の視点を十分検討し、ミラーの設置やセンサー設置の検討も必要な時代になって来

た。もちろん「自分の身は自分が守る」が基本ではあるが。 広島におけるこの度の大規模災害にも開発を許可した行政

と開発を進めた不動産業者の責任を論じることなく「消費者、購入者の責任と自覚を促す。」このような理屈は通らない。 

国

税

庁

は

７

月

２

５

日

、

税

法

・

解

釈

な

ど

に

対

す

る

国

税

庁

の

解

説

・

見

解

当

を

示

す

「

質

疑

応

答

事

例

」

に

、

携

帯

電

話

基

地

局

設

置

に

関

す

る

項

目

を

加

え

た

。

題

名

は

、
「

マ

ン

シ

ョ

ン

管

理

組

合

が

携

帯

電

話

基

地

局

の

設

置

場

所

を

貸

付

け

た

場

合

の

収

益

事

業

判

定

」

。

掲

載

理

由

と

し

て

、

国

税

庁

で

は

、
「

こ

う

し

た

案

件

に

つ

い

て

、

一

部

の

管

理

組

合

で

申

告

漏

れ

が

数

件

あ

っ

た

。

同

様

の

取

引

が

多

数

見

込

ま

れ

る

と

の

こ

と

で

、

注

意

喚

起

し

た

」

と

し

て

い

る

。

事

例

で

は

、

携

帯

電

話

機

地

局

設

置

に

つ

い

て

業

者

と

建

物

賃

貸

借

契

約

を

結

び

、

設

置

料

収

入

を

得

る

こ

と

に

な

っ

た

が

、

設

置

料

収

入

は

法

人

税

法

上

の

収

益

事

業

に

該

当

す

る

か

」

と

の

質

問

に

対

し

て

、

管

理

組

合

な

ど

の

「

人

格

の

な

い

社

団

」

に

対

す

る

法

人

税

は

「

収

益

事

業

か

ら

生

じ

た

所

得

に

の

み

課

さ

れ

る

」

と

解

説

し

た

上

で

「

管

理

組

合

が

賃

貸

借

契

約

に

基

づ

い

て

マ

ン

シ

ョ

ン

の

一

部

を

ほ

か

の

も

の

に

使

用

さ

せ

、

対

価

を

得

た

場

合

に

は

、

収

益

事

業

た

る

不

動

産

貸

付

業

に

該

当

す

る

」

と

回

答

し

た

。

「

収

益

事

業

か

ら

生

じ

た

所

得

に

は

法

人

税

が

課

税

さ

れ

る

」

と

結

論

付

け

て

い

る

。 

設

置

料

収

入

は

消

費

税

の

課

税

対

象

に

も

な

る

。

告

知

で

現

存

す

る

分

譲

マ

ン

シ

ョ

ン

で

、

最

初

期

の

一

つ

と

さ

れ

る

東

京

・

渋

谷

の

宮

益

坂

ビ

ル

デ

ィ

ン

グ

（

築

６

１

年

）

の

建

て

替

え

事

業

を

め

ぐ

り

、

区

分

所

有

者

一

人

が

決

議

の

、

無

効

確

認

を

求

め

た

裁

判

の

上

告

審

で

、

最

高

裁

第

二

小

法

廷

は

、

５

月

１

９

日

上

告

不

受

理

を

決

定

し

た

。 

争

点

は

①

区

分

所

有

法

６

２

条

２

項

１

号

の

「

再

建

建

物

の

設

計

の

概

要

に

関

す

る

各

専

有

部

分

の

概

要

の

提

示

の

必

要

性

 

②

同

法

６

２

条

２

項

４

号

の

「

区

分

所

有

権

の

帰

属

に

関

す

る

事

項

」

に

お

け

る

衡

平

を

害

し

な

い

方

法

の

明

示

の

必

要

性

。

昨

年

３

月

５

日

の

１

審

判

決

で

は

、

「

法

６

２

条

２

項

１

号

は

再

建

建

物

の

各

専

有

部

分

の

用

途

、

配

置

、

床

面

積

、

間

取

り

等

を

示

す

こ

と

は

要

求

し

て

い

な

い

」

と

指

摘

。

「

説

明

会

で

も

各

専

有

部

分

案

は

図

面

を

用

い

て

ち

ゅ

説

明

し

て

い

た

」

と

認

め

た

。 

衡

平

性

の

問

題

は

説

明

会

等

で

住

戸

選

定

方

法

等

が

説

明

さ

れ

て

い

た

と

し

て

、

「

法

６

２

条

２

項

４

号

、

３

項

は

衡

平

性

を

害

し

な

い

方

法

を

具

体

的

に

明

示

す

る

こ

と

ま

で

要

求

し

て

い

な

い

」

と

判

断

し

た

。

一

方

、

建

替

組

合

は

こ

の

区

分

所

有

者

に

明

け

渡

し

と

所

最

高

裁

、

上

告

不

受

理 

建

て

替

え

決

議

「

有

効

」

で

確

定 

宮

益

坂

ビ

ル

デ

ィ

ン

グ

「「「「収収収収益益益益事事事事業業業業にににに該該該該当当当当」」」」    

携帯電話基地局設置による賃貸収入 

国

税

庁 

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

で

注

意

喚

起 

移

動

体

通

信

事

業

業

者

と

契

約

を

結

び

、

屋

上

に

携

帯

電

話

基

地

局

を

設

置

し

収

入

を

得

て

い

る

管

理

組

合

が

、

税

務

署

か

ら

所

得

の

「

申

告

漏

れ

」

を

指

摘

さ

れ

る

ケ

ー

ス

が

こ

こ

１

、

２

年

増

え

て

い

る

。

国

税

庁

は

、

こ

う

し

た

収

入

は

「

法

人

税

法

上

の

収

益

事

業

に

該

当

す

る

」

と

し

て

、

法

人

税

の

課

税

対

象

に

な

る

と

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

上

で

告

知

し

て

い

る

。

は

、

前

々

年

度

の

課

税

売

上

高

が

、

１

０

０

０

万

円

以

下

の

場

合

は

、

当

該

課

税

期

間

、

つ

ま

り

前

年

度

の

納

税

義

は

、

免

除

さ

れ

る

と

解

説

し

て

い

る

。

（

マ

ン

シ

ョ

ン

管

理

新

聞 

第

9
4
7

号

よ

り

） 

国

税

庁

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

掲

載

さ

れ

た

照

会

事

例

： 

h
ttp

s://w
w

w
.n

ta
.g

o
.jp

/s

h
ira

b
e
ru

/z
e
ih

o
-k

a
ish

a
k

u
/

sh
itsu

g
i/h

o
jin

/2
1
/1

1
-2

.h
t

m
 有

権

移

転

登

記

手

続

き

を

求

め

１

３

年

１

１

月

、

東

京

地

裁

に

提

訴

。 

決

議

に

反

対

し

た

被

告

は

、

建

て

替

え

参

加

に

関

す

る

催

告

書

で

は

、

参

加

を

表

明

し

た

が

、

「

建

て

替

え

決

議

が

無

効

な

場

合

は

こ

の

限

り

で

は

あ

り

ま

せ

ん

」

と

、

条

件

付

き

の

意

思

表

示

を

し

て

い

た

。

建

替

組

合

側

は

「

真

意

は

建

て

替

え

に

参

加

し

な

い

も

の

で

あ

る

こ

と

は

疑

い

よ

う

も

な

い

」

と

指

摘

し

、

不

参

加

等

の

扱

い

に

し

、

売

り

渡

し

請

求

を

行

使

し

た

。
（

マ

ン

シ

ョ

ン

管

理

新

聞 

第9
4
5

号

よ

り

） 


